




















　1978 年の中日貿易額は 50.7 万米ドルであったが、1981 年には 100 億米ドルを超え、
1991 年には 200 億米ドルを突破し、228.9 億米ドルに達した２。2002 年には 1,000 億ド
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回復して、2,977.7 億ドル、前年同期比で 30.2% もの伸び率を記録した。うち中国の対
日輸出は 1,210.6 億ドルで前年比伸び率は 23.7%、輸入は 1,767.1 億ドルで前年比伸び
率は 35.0% となって、2008 年の水準をはるかに超えた。2011 年には、東日本大震災の影















2010 年末の時点で，日本の対中投資、実質ベースの投資額は 735.8 億ドルとなっている。
統計が示しているように、中国に進出している日系企業の大部分は潤沢な投資リターンを
得ており、日本経済の回復や成長を強力に支え、また中国経済の発展にも貢献した。





目のピークは 2000 年以降で、その背景には中国の WTO 加盟、オリンピック招致の成功
および西部大開発戦略の実施がある。
　さまざまな原因で、近年来、日本の対中投資は低迷期に入ってきた。実投資額は 2006
年に前年比で 29.6% 減少し、2007 年には 22.6% に減少して、2008 年にはかろうじて 1.7%
プラス成長に転じた。2009 年は統計基準が変わったために簡単には比較はできないが、




注： 国別データは 2009 年からタックスヘイブン経由の投資を含むようになったので、それ以
前との単純な比較にはなじまない。
資料：中国商務部 HP データにより作成。
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占める割合がもっとも大きく、約 91.6% を占め、無償資金援助は約 4.2%、技術協力金額
は約 4.2% を占めている。1979 年 12 月、日本の大平正芳首相が中国を訪問し、日本政府
として海外経済協力基金の対中円借款供与を正式に承諾したことにより、日本の対中政
府開発援助の幕が切って落とされた。2007 年 12 月までに、日本政府は中国政府に対し、
総額 3.36 兆円の円借款を供与し、255 億円のプロジェクト建設に用いることを約束した。
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一貫して中国の最も重要な輸出市場の一つである。中国の貿易総額に占める中日貿易額の
割合は、最高の年（1996 年）は 20% 以上に達した。その後、この割合はある程度下がったが、









































の伸びを大きく下回っている。2005 ～ 2008 年の三年間の平均成長率はわずか約 12% にと
どまり、同期の中国の貿易総額の約 23% の伸び、および中米、中欧、中韓の貿易の成長















中国は一貫して貿易赤字状態にある。2010 年だけでも 556 億米ドルに上っており、2011















航するようになった。日本側の統計によれば、2008 年１月～ 11 月には日本の肉、魚類お
よび製品の輸入市場に占める中国のシェアは前年度の 57.4% から 45.2% に低下した。食







投資が大きく減少し、プロジェクト件数は 2,590 件、前年比で 20.8% 減少し、実質ベー
スの金額は 45.98 億米ドル、前年比で 29.6% 減少した（日本側統計では約 1.3% のマイ
ナス成長）。2007 年の日本の対中投資件数は 1,974 件で、前年比 23.8% 減少した、実質ベー
スの金額は 35.9 億万米ドルで、前年比 22.0% 減少した（日本側統計で約 7.6% のマイナ













































































































抱える発展途上国であり、2010 年現在、中国の GDP は日本を抜いたにもかかわらず、一
人当たり GDP は十分の一しかない。日本と比べると、中国の産業構造、社会構造、国民
教養レベル、生活水準などの面でまだまだ相当の差がある。つまり、両国経済の補完性は
依然として長く存続していくだろうと思われる。中日両国や国際社会も平常心で中国の変
化を受け止め、新たな「中国脅威論」を回避するように、今まで通りに協力していくこと
を期待している。2011 年9月、野田新政権が誕生し、日本の政局も短期的に安定するだ
ろう。新政権のもとで、中日両国の経済協力がさらに良好に展開することを期待している。
キーワード　中日経済協力　対中直接投資　日中貿易　対中 ODA　日中関係
 （ZHANGJifeng）
